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総合評価方式（建設工事）技術資料の審査の統一事項（具体事例）  
 
具体事例について 

 総合評価方式（建設工事）技術資料の審査の統一事項（以下「統一事項」という。）の「１．提

出が必要な資料と技術審査の対象」、「２．入札の無効」、「３．評価対象外とする事項」、「４．発

注者保有資料と企業提出書類の内容が一致しない場合」、「５．追加資料の提出を求める場合」の

具体事例について一例を掲載する。 

１．提出が必要な資料と技術審査の対象の具体事例 

（１）、（３）提出が必要な資料と技術審査の対象 

①提出が必要な資料と技術審査の対象は、以下のとおりである。 

資料の種類 資料の説明 提出がない場合等の取扱い 備考 

 

 

 

 

入札公告「提出する

書類」で指定した全

ての資料 

（１）「技術資料表紙」の提

出がない等の場合、「入札の

無効」 

（２）下記の場合、該当箇

所は評価しない 

①「技術資料表紙」以外で

提出がない技術資料がある 

②評価基準と合致しない 

③技術資料と添付資料の記

載内容が異なる 

④記載漏れ 

⑤判読できない 

（１）について 

統一事項の２．（１）に該当 

 

（２）について 

 

①統一事項の３．（１）に該当 

 

②統一事項の３．（３）に該当 

③統一事項の３．（６）に該当 

 

④統一事項の３．（７）に該当 

⑤統一事項の３．（８）に該当 

 

 

 

 

入札説明書又は技術

資料で、評価対象の

内容を確認するため

発注者が求めた資料 

下記の場合、該当箇所は評

価しない 

①提出がない 

②評価基準と合致しない 

③資料の不足等により評価

基準との整合が確認できな

い 

④発注者が求めた条件と異

なる 

⑤技術資料と添付資料の記

載内容が異なる 

⑥判読できない 

⑦ファイル形式が異なる 

 

 

①統一事項の３．（２）に該当 

②統一事項の３．（３）に該当 

③統一事項の３．（４）に該当 

 

 

④統一事項の３．（５）に該当 

 

⑤統一事項の３．（６）に該当 

 

⑥統一事項の３．（８）に該当 

⑦統一事項の３．（９）に該当 

 

 

 

 

 

 

 

技術資料提出にあた

り作成したエクセル

ファイル 

提出がない場合、発注者か

ら提出を依頼することがあ

るので、協力すること。 

統一事項の１．（１）に該当 

 

 

＜技術資料＞

＜参考資料＞

＜添付資料＞

（提出：必須） 

（提出：必須） 

発注者が求めたもの 

（提出：協力） 

【技術審査の対象】 

【技術審査の対象】 

【技術審査の対象外】 
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対象となる年度・機関等：

(1)

(2)
(3)
(4) 「工事名の区分」欄は、「契約工事名」、「表彰状記載工事名」のいずれかを選択すること。
(5) 一般（経常）ＪＶについては、一般（経常）ＪＶとしての実績を記入すること。
(6) 上記事項の外、入札説明書本文にある要件を必ず確認すること。

表彰状等の写しを添付すること。また、発注者から表彰実績に関する資料が提示された場合は、その写し
の添付でもよい。
優良工事県事務所長表彰は、平成１９年度以降の表彰に限る。
表彰の受賞が２回以上ある場合は、代表的なもの１回分の提出でよい。

（様式-５）

評価項目（２）-③

島根県土木部技術管理課

企業の優良工事表彰（優良工事施工団体表彰）

　島根県内の公共工事において、平成１７年度から平成２６年度に、島根県及び中国地方整備局発注工事で受
けた優良工事表彰（優良工事施工団体表彰）

会社（企業体）名：

受賞年度

表彰者の区分

工事名

工事名の区分

表彰者の区分を選択

受賞年度に変更

対象：

○企業としてのボランティア活動への参加実績

(1)
(2) 従業員数の欄には、当該活動時点の常用雇用労働者と短時間労働者の合計人数を記載すること。
(3) 入札説明書本文にある要件を必ず確認すること。

○企業としてのハートフルしまねの参加実績があれば、下表を記載すること。

(1) 活動箇所が確認できる資料（位置図）を添付すること。
(2) 従業員数の欄には、当該活動時点の常用雇用労働者と短時間労働者の合計人数を記載すること。
(3) 入札説明書本文にある要件を必ず確認すること。

技術資料の提出方法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※

平成２５年 4人

平成２４年 平成13年1月1日 ○○２ 1人

平成14年2月2日 ○○４ 3人○○３

2人○○１

登録団体名

活動したことを証明する資料と活動箇所が確認できる資料（位置図）を添付すること。

対象年度 活動箇所 年間延べ参加人数 従業員数

平成２４年 ○○５ 5人 6人

平成２５年 ○○６ 7人 8人

押印済資料で提出する場合、本書に記載があっても評価
対象としません。

別添押印済資料により提出しますので、本
書への記載は省略します

 今後、○○県土整備事務所が発注する工事においては、本書の写しをもって「ボランティア活動等への参加実績」の貴
社技術資料とみなし、その他添付資料の提出は不要とする。
　ただし、本提出書類では契約実績が確認できない（評価対象となる施工範囲を満足していないなど）場合、再度、技術
資料及び必要な添付資料の提出が必要である。

 （収受印）

技 術 資 料 提 出 工 事 名 ： 県道○線　道路改良工事

提 出 事 務 所 名 ： ○○県土整備事務所

有 効 範 囲 ： 平成２７年５月３１日までに入札公告された工事　　　　　　　　　　　　

（様式-１２）

評価項目（４）-④

ボランティア活動等への参加実績

会社（企業体）名： 島根県土木部技術管理課

平成２４年度及び平成２５年度における島根県内で実施されたボランティア活動又はハートフルしまねの参加実績

対象年度 活動年月日 活動箇所 参加人数 従業員数活動内容

愛護団体認定証記載

の団体名を記入

（様式－２）
評価項目（１）－①

課題：
（発注者記載欄）
施工上の留意点の記載方法等について

・ 制約（留意）事項等は、入札説明書本文を参照すること。
・

・

・ 「共通仕様書、当該工事の仕様書・設計図書等に示されたとおり」類の記述は提案と認めない。
・ 提案がない場合は、標準点を０点とする。

具体的な施工方法等（以下、会社記載欄） ※

※印の欄には記入しないでください。（発注者記入欄）

評価結果

※

会社（企業体）名： 島根県土木部技術管理課

施工上の留意点

記載する内容は説明の要点（目的、具体的な手法＜施工数量、施工位置、施工範囲、施工期間、
使用材料、使用機械等＞、効果、技術的な根拠等）が分かり易いようにまとめることとし、提案は３個ま
でとする。

※「○（評価する）」とした提案以外については、履行義務なしとする。「×」とした提案は実施を認めない。

①

②

③

橋梁下部工の品質確保

共通仕様書等に示された内容に従った施工等であっても、当該工事の特徴を踏まえ、具体的に記述する
こと。

   施工上の課題として留意すべき事項に関し、現地で講ずる工夫等についての提案を記載する。

（様式－２）
評価項目（１）－①

課題：
（発注者記載欄）
施工上の留意点の記載方法等について

・ 制約（留意）事項等は、入札説明書本文を参照すること。
・

・

・ 「共通仕様書、当該工事の仕様書・設計図書等に示されたとおり」類の記述は提案と認めない。
・ 提案がない場合は、標準点を０点とする。

具体的な施工方法等（以下、会社記載欄） ※

※印の欄には記入しないでください。（発注者記入欄）

評価結果

※

会社（企業体）名： 島根県土木部技術管理課

施工上の留意点

記載する内容は説明の要点（目的、具体的な手法＜施工数量、施工位置、施工範囲、施工期間、
使用材料、使用機械等＞、効果、技術的な根拠等）が分かり易いようにまとめることとし、提案は３個ま
でとする。

※「○（評価する）」とした提案以外については、履行義務なしとする。「×」とした提案は実施を認めない。

①

②

③

橋梁下部工の品質確保

共通仕様書等に示された内容に従った施工等であっても、当該工事の特徴を踏まえ、具体的に記述する
こと。

   施工上の課題として留意すべき事項に関し、現地で講ずる工夫等についての提案を記載する。

（様式－２）
評価項目（１）－①

課題：
（発注者記載欄）
施工上の留意点の記載方法等について

・ 制約（留意）事項等は、入札説明書本文を参照すること。
・

・

・ 「共通仕様書、当該工事の仕様書・設計図書等に示されたとおり」類の記述は提案と認めない。
・ 提案がない場合は、標準点を０点とする。

具体的な施工方法等（以下、会社記載欄） ※

※印の欄には記入しないでください。（発注者記入欄）

評価結果

※

会社（企業体）名： 島根県土木部技術管理課

施工上の留意点

記載する内容は説明の要点（目的、具体的な手法＜施工数量、施工位置、施工範囲、施工期間、
使用材料、使用機械等＞、効果、技術的な根拠等）が分かり易いようにまとめることとし、提案は３個ま
でとする。

※「○（評価する）」とした提案以外については、履行義務なしとする。「×」とした提案は実施を認めない。

①

②

③

橋梁下部工の品質確保

共通仕様書等に示された内容に従った施工等であっても、当該工事の特徴を踏まえ、具体的に記述する
こと。

   施工上の課題として留意すべき事項に関し、現地で講ずる工夫等についての提案を記載する。

様式－ 1

提出日

発注者

住所　　〒

商号又は名称

代表者氏名

１　工事名

２　提出書類（下記項目の該当するもの）

担当者

部署

電話番号

FAX番号

Ｅ－ｍａｉｌ

○○　○○

　○○県土整備事務所長  様

　平成27年1月1日付けで入札公告のありました下記工事について、別添のとおり書類を添えて提出いたします。

総   合   評   価   技   術   資   料

　○ボランティア活動等への参加実績　（様式-１２）
　○労働福祉関連の状況(a 高齢者の雇用確保)　（様式-１３）
　○労働福祉関連の状況(b 障がい者雇用の実態)　（様式-１４）
　○労働福祉関連の状況(c 育児・介護休業に関する制度)　（様式-１５）

　○配置予定技術者の資格　（様式-６）
　○企業の優良工事表彰（優良工事施工団体表彰）　（様式-５）
　○企業の同種工事の施工実績　（様式-４）
　○企業の工事成績評定点　（様式-３-１、様式-３-２）

　○育児・介護休業に関する制度　チェック表　（様式-１６）

　○配置予定技術者の同種工事の施工経験　（様式-７）
　○配置予定技術者の優秀建設技術者表彰　（様式-８）

（　簡易型　総合評価方式　）

平成27年1月20日

松江市殿町８番地

690-8501

島根県土木部技術管理課

○○@pref.shimane.lg.jp

県道○線　道路改良工事

○○　○○

公共事業調整スタッフ

0852-22-○○○○

0852-22-○○○○

３　問い合わせ先

　○施工上の留意点（　一般交通に対する安全確保　）　（様式-２）

　○防災協定の締結実績　（様式-９）
　○県管理公共土木施設に関する維持管理業務または海岸漂着物の回収業務の契約実績　（様式-１０）
　○県管理道路を含む除雪業務の契約実績　（様式-１１）

　○施工上の留意点（　現場周辺環境への配慮　）　（様式-２）
　○施工上の留意点（　橋梁下部工の品質確保　）　（様式-２）

対象：

○企業としてのボランティア活動への参加実績

(1)
(2) 従業員数の欄には、当該活動時点の常用雇用労働者と短時間労働者の合計人数を記載すること。
(3) 入札説明書本文にある要件を必ず確認すること。

○企業としてのハートフルしまねの参加実績があれば、下表を記載すること。

(1) 活動箇所が確認できる資料（位置図）を添付すること。
(2) 従業員数の欄には、当該活動時点の常用雇用労働者と短時間労働者の合計人数を記載すること。
(3) 入札説明書本文にある要件を必ず確認すること。

技術資料の提出方法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※

平成２５年 4人

平成２４年 平成13年1月1日 ○○２ 1人

平成14年2月2日 ○○４ 3人○○３

2人○○１

登録団体名

活動したことを証明する資料と活動箇所が確認できる資料（位置図）を添付すること。

対象年度 活動箇所 年間延べ参加人数 従業員数

平成２４年 ○○５ 5人 6人

平成２５年 ○○６ 7人 8人

押印済資料で提出する場合、本書に記載があっても評価
対象としません。

別添押印済資料により提出しますので、本
書への記載は省略します

 今後、○○県土整備事務所が発注する工事においては、本書の写しをもって「ボランティア活動等への参加実績」の貴
社技術資料とみなし、その他添付資料の提出は不要とする。
　ただし、本提出書類では契約実績が確認できない（評価対象となる施工範囲を満足していないなど）場合、再度、技術
資料及び必要な添付資料の提出が必要である。

 （収受印）

技 術 資 料 提 出 工 事 名 ： 県道○線　道路改良工事

提 出 事 務 所 名 ： ○○県土整備事務所

有 効 範 囲 ： 平成２７年５月３１日までに入札公告された工事　　　　　　　　　　　　

（様式-１２）

評価項目（４）-④

ボランティア活動等への参加実績

会社（企業体）名： 島根県土木部技術管理課

平成２４年度及び平成２５年度における島根県内で実施されたボランティア活動又はハートフルしまねの参加実績

対象年度 活動年月日 活動箇所 参加人数 従業員数活動内容

愛護団体認定証記載
の団体名を記入

（様式－２）
評価項目（１）－①

課題：
（発注者記載欄）
施工上の留意点の記載方法等について

・ 制約（留意）事項等は、入札説明書本文を参照すること。
・

・

・ 「共通仕様書、当該工事の仕様書・設計図書等に示されたとおり」類の記述は提案と認めない。
・ 提案がない場合は、標準点を０点とする。

具体的な施工方法等（以下、会社記載欄） ※

※印の欄には記入しないでください。（発注者記入欄）

評価結果

※

会社（企業体）名： 島根県土木部技術管理課

施工上の留意点

記載する内容は説明の要点（目的、具体的な手法＜施工数量、施工位置、施工範囲、施工期間、
使用材料、使用機械等＞、効果、技術的な根拠等）が分かり易いようにまとめることとし、提案は３個ま
でとする。

※「○（評価する）」とした提案以外については、履行義務なしとする。「×」とした提案は実施を認めない。

①

②

③

橋梁下部工の品質確保

共通仕様書等に示された内容に従った施工等であっても、当該工事の特徴を踏まえ、具体的に記述する
こと。

   施工上の課題として留意すべき事項に関し、現地で講ずる工夫等についての提案を記載する。

（様式－２）
評価項目（１）－①

課題：
（発注者記載欄）
施工上の留意点の記載方法等について

・ 制約（留意）事項等は、入札説明書本文を参照すること。
・

・

・ 「共通仕様書、当該工事の仕様書・設計図書等に示されたとおり」類の記述は提案と認めない。
・ 提案がない場合は、標準点を０点とする。

具体的な施工方法等（以下、会社記載欄） ※

※印の欄には記入しないでください。（発注者記入欄）

評価結果

※

会社（企業体）名： 島根県土木部技術管理課

施工上の留意点

記載する内容は説明の要点（目的、具体的な手法＜施工数量、施工位置、施工範囲、施工期間、
使用材料、使用機械等＞、効果、技術的な根拠等）が分かり易いようにまとめることとし、提案は３個ま
でとする。

※「○（評価する）」とした提案以外については、履行義務なしとする。「×」とした提案は実施を認めない。

①

②

③

橋梁下部工の品質確保

共通仕様書等に示された内容に従った施工等であっても、当該工事の特徴を踏まえ、具体的に記述する
こと。

   施工上の課題として留意すべき事項に関し、現地で講ずる工夫等についての提案を記載する。

（様式－２）
評価項目（１）－①

課題：
（発注者記載欄）
施工上の留意点の記載方法等について

・ 制約（留意）事項等は、入札説明書本文を参照すること。
・

・

・ 「共通仕様書、当該工事の仕様書・設計図書等に示されたとおり」類の記述は提案と認めない。
・ 提案がない場合は、標準点を０点とする。

具体的な施工方法等（以下、会社記載欄） ※

※印の欄には記入しないでください。（発注者記入欄）

評価結果

※

会社（企業体）名： 島根県土木部技術管理課

施工上の留意点

記載する内容は説明の要点（目的、具体的な手法＜施工数量、施工位置、施工範囲、施工期間、
使用材料、使用機械等＞、効果、技術的な根拠等）が分かり易いようにまとめることとし、提案は３個ま
でとする。

※「○（評価する）」とした提案以外については、履行義務なしとする。「×」とした提案は実施を認めない。

①

②

③

橋梁下部工の品質確保

共通仕様書等に示された内容に従った施工等であっても、当該工事の特徴を踏まえ、具体的に記述する
こと。

   施工上の課題として留意すべき事項に関し、現地で講ずる工夫等についての提案を記載する。

様式－ 1

提出日

発注者

住所　　〒

商号又は名称

代表者氏名

１　工事名

２　提出書類（下記項目の該当するもの）

担当者

部署

電話番号

FAX番号

Ｅ－ｍａｉｌ

○○　○○

　○○県土整備事務所長  様

　平成27年1月1日付けで入札公告のありました下記工事について、別添のとおり書類を添えて提出いたします。

総   合   評   価   技   術   資   料

　○ボランティア活動等への参加実績　（様式-１２）
　○労働福祉関連の状況(a 高齢者の雇用確保)　（様式-１３）
　○労働福祉関連の状況(b 障がい者雇用の実態)　（様式-１４）
　○労働福祉関連の状況(c 育児・介護休業に関する制度)　（様式-１５）

　○配置予定技術者の資格　（様式-６）
　○企業の優良工事表彰（優良工事施工団体表彰）　（様式-５）
　○企業の同種工事の施工実績　（様式-４）
　○企業の工事成績評定点　（様式-３-１、様式-３-２）

　○育児・介護休業に関する制度　チェック表　（様式-１６）

　○配置予定技術者の同種工事の施工経験　（様式-７）
　○配置予定技術者の優秀建設技術者表彰　（様式-８）

（　簡易型　総合評価方式　）

平成27年1月20日

松江市殿町８番地

690-8501

島根県土木部技術管理課

○○@pref.shimane.lg.jp

県道○線　道路改良工事

○○　○○

公共事業調整スタッフ

0852-22-○○○○

0852-22-○○○○

３　問い合わせ先

　○施工上の留意点（　一般交通に対する安全確保　）　（様式-２）

　○防災協定の締結実績　（様式-９）
　○県管理公共土木施設に関する維持管理業務または海岸漂着物の回収業務の契約実績　（様式-１０）
　○県管理道路を含む除雪業務の契約実績　（様式-１１）

　○施工上の留意点（　現場周辺環境への配慮　）　（様式-２）
　○施工上の留意点（　橋梁下部工の品質確保　）　（様式-２）

（２）提出が不要な資料 

①実績が無いなど加算対象外の技術資料は、提出しなくてよい。 

（例：企業の優良工事表彰（優良工事施工団体表彰）の技術資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術資料提出時のお願い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「対象なし」など

記載不要 

技術資料の提出は、不要 

 

【重要】 

エクセルファイルのシートは、

絶対に削除しないで下さい。 

 技術資料は、発注者が評価項目毎に審査しやすいよう、技術資料と添付資料をできる限り

１つの PDF ファイルに統合するとともに、各技術資料の後に関連する添付資料を挿入し提出す

るようお願いする。 

技術資料 添付資料 

・１つの PDF ファイルに統合 
・各技術資料の後に関連する

添付資料を挿入 
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２．入札の無効の具体事例 

 次に該当する場合、入札の無効とする。 

（１）技術資料表紙の提出がない等 

  ①入札公告「提出する書類」で指定した技術資料の「技術資料表紙」に「住所」、「商号又は名

称」、「代表者氏名」の記載がないもの若しくは記載に誤りがあるもの、又は「技術資料表紙」

が期日までに提出がない場合。 
 
 

技術資料の

内容 

ア 技術資料表紙 （様式－１） 
イ 企業の工事成績評定点（様式－２） 
ウ 企業の同種工事の施工実績 （様式－３） 
エ 企業の優良工事表彰（優良工事施工団体表彰）（様式－４） 
オ 配置予定技術者の資格 （様式－５） 
カ 配置予定技術者の同種工事の施工経験 （様式－６） 
キ 配置予定技術者の優秀建設技術者表彰 （様式－７） 
ク 防災協定の締結実績 （様式－８） 
ケ 県管理公共土木施設に関する維持管理業務または海岸漂着物

の回収業務の契約実績 （様式－９） 
コ 県管理道路除雪業務の契約実績 （様式－１０） 
サ ボランティア活動等への参加実績 （様式－１１） 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（２）虚偽の申請 

   ①添付資料を偽造し存在しない実績や他社の実績で申請したもの。 
 
（３）他工事の内容で技術資料を提出 

  ①「技術資料表紙」の工事名欄に他工事名が記載されているもの。 
 

未提出 
⇒「入札の無効」

未提出 
⇒「評価しない」 
統一事項３．（１）

に該当 

「住所」、「商号又は名称」、「代表者名」

が未記載又は記載の誤り（※） 
⇒ 「入札の無効」 
 
（※）以下の場合は、入札の無効としない 

・「商号又は名称」欄で株式会社、有限

会社などを略称で（株）、（有）と記

載 
・「商号又は名称」欄で支店名等を省略

・旧字体と新字体の違い 

「技術資料表紙」が未提出 
⇒ 「入札の無効」 

工事名が違う 
⇒ 「入札の無効」 
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３．評価対象外とする事項の具体事例 

次に該当する事項は、評価しない。 
（１）技術資料の提出がない（技術資料表紙以外） 

  ①入札公告「提出する書類」に記載する技術資料のうち、「技術資料表紙」以外で提出がない

ものがあった場合、その該当箇所。 
（例）労働福祉関連の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）添付資料の提出がない 

①入札説明書又は技術資料で「○○を添付すること」と記載されているにもかかわらず資料

の提出がない場合、その該当箇所。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（例）企業の同種工事の施工実績 

施工実績の表に記載した内容全てが確認できる資料を組み合せて提出が必要 

 

提出が必要な書類の一例 

・コリンズの登録内容確認書（竣工登録）の写し＋工事成績評定通知書の写し 

・最終の見積参考資料（設計の変更回数が確認できる総括情報表＋工事内訳表）＋当初、変更を

含む契約書全ての写し＋竣工検査済証の写し＋工事成績評定通知書の写し 

 

※上記は、一例です。個別工事の同種工事の施工実績の内容により提出書類が異なる可能性があ

りますので、必ず個別工事毎に必要書類を確認の上、提出して下さい。 

＜評価対象＞ 
a.高齢者の雇用確保 
b.障がい者雇用の実態 
c.育児・介護休業に関する制度 
＜評価基準＞ 
◆a～c すべて該当する者は２点 
◆a～c のうち２つまたは１つ該当

する者は１点 
◆いずれにも該当しない者は０点 

＜申請状況＞ 
a.高齢者の雇用確保 ：提出あり 
b.障がい者雇用の実態：提出あり 
c.育児・介護休業に関する制度：未提出 

＜技術審査の対象＞ 
a と b の申請内容について技術審査 

A 工事 
必要書類全て添付 
⇒ 「評価する」 

B 工事 
必要書類に不足あり 
⇒ 「評価しない」 
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②添付資料の兼用を認める場合 

 次に該当しそれぞれの評価基準や審査基準と整合が確認できる場合、添付資料の兼用を認

める。 

・「企業の同種工事の施工実績」と「配置技術者の同種工事の施工経験」について、同じ工

事で提出。 

 ・「競争参加資格の配置技術者資格確認資料」と「配置予定技術者の資格」の評価について、

資格条件が同じ。ただし、兼用による提出は、発注者側の競争参加資格と技術資料の審

査担当者は異なることから、資料の所在確認など審査に負担が発生するため好ましくない。 

 

なお、添付資料を兼用する場合は、該当評価項目の技術資料の左上の余白に分かりやすく

「○○に資料添付のため、提出書類を省略する」など記載するようお願いする。 

 

③押印済資料で技術資料を提出する場合の取扱い（添付資料不要） 

押印済資料は、発注者が添付資料の提出を不要と認めているので、押印済資料に記載された

内容で評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）技術資料及び添付資料が評価基準と合致しない（事例） 

①企業の同種工事の施工実績の評価基準が、「平成１６年度から入札公告日前日までに完成し

た島根県発注工事」の場合で、平成１５年度に完成した工事の施工実績や国土交通省が発注

した工事の実績で申請があったときは、その該当箇所。 
 
 
 
 
 

   ※「企業の同種工事の施工実績」や「配置予定技術者の同種工事の施工経験」の評価基準

は、入札案件毎に異なるので、その都度入札説明書で内容の確認が必要 
 

 

評価基準 
平成１６年度から入札公告日前日

までに完成した島根県発注工事 

平成１５年度完成工事 

国土交通省発注工事 

収受

今後、◯○事務所（局）が発注する工事においては、本

書の写しをもって「企業の工事成績評定点」の貴社技術

資料とみなし、その他添付資料の提出は不要とする。 

押印済資料 
⇒添付資料の提出不要 
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②企業の優良工事表彰（優良工事施工団体表彰）の評価基準が、「島根県内の公共工事におい

て、○年度から○年度に、島根県及び中国地方整備局発注工事で受けた優良工事表彰（優良

工事施工団体表彰）」の場合で、下請企業表彰の実績で申請があったときは、その該当箇所。 
 

 
 
 
 

 
③労働福祉関連（高年齢者の雇用確保、育児・介護休業に関する制度）の評価基準で求める

内容が、就業規則の文面で明確に読み取れない場合、その当該箇所。 

 
（例）高年齢者の雇用確保 

  
 
 
 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価基準 
島根県：優良工事表彰 
中国地方整備局：優良工事施工団体表彰 

下請企業表彰 

就業規則 

 
（定年、退職及び解雇） 
第○条 
 労働者の定年は、満６０歳とし、定年に達した日の属する月の末日をもって退職とする。 
２ 前項の規定にかかわらず、定年後も引き続き雇用されることを希望し、解雇事由又は

退職事由に該当しない労働者については、満６５歳までこれを継続雇用する。 

評価基準 

・定年年齢が満６５歳の誕生日以降となっている 
・満６５歳の誕生日以降までの継続雇用制度がある 
・定年の定めがない 

いつ時点まで実際に雇用するか不明確である 
満６５歳の誕生日前日（法定どおりで評価対象外） or   
満６５歳に達した日の属する月の末日等（法定を超える取り組みで評価対象） 
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（４）添付資料の不足又は原本を必要以上に抜粋し提出し評価基準との整合が確認できない 
①企業の同種工事の施工実績で実績を確認する資料として発注者の証明書が添付されていた

が、証明事項に不足があり評価基準との整合が確認できない場合、その該当箇所。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ②企業の同種工事の施工実績で、コリンズの「工事カルテ」又は「登録内容確認書」のみで

は同種工事の施工実績が確認できない部分があったため、見積参考資料（工事内訳表）が

追加で添付されていたが、当該工種が記載されたページのみが添付されており、申請工事の

最終の工事内訳表であるか判断できない場合、その該当箇所。 

     

※見積参考資料で提出する場合、全てのページ（表紙の総括情報表から工事内訳表の工事費

計が記載されたページまで）の添付が必要。また、当初、変更を含む契約書全ての写しと

竣工検査済証（もしくは項目別評定点表）の写しの提出があり、最終の見積参考資料であ

ることが確認できなければその該当箇所は評価しない。 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

評価基準（同種工事） 
杭基礎を有する直高５ｍ以上の橋梁下

部工 

       施工実績証明書 
 
             平成○年○月○日 
 
○○県土整備事務所長様 
 
         （申請者）○○会社 
          代表取締役 ○○ ○ 
 
・・・・・・・・・・・・ 
・・・・・・・・・・・・ 
工事内容：橋梁下部工 ２基 
     深礎杭 L=１０ｍ 
 
上記のとおり相異ないことを証明する。 
 
 平成○年○月○日 
         （証明者） 
          ○○県土整備事務所長 

直高５ｍ以上が

確認できない 
⇒ 「評価しない」 

評価基準（同種工事） 
補強土壁工 500m2 以上 

1000m2 の実績は、確認

できるが、申請工事の実

績か不明確 

＜見積参考資料（工事内訳表）の当該工種が記載されたページのみ添付＞ 

評価しない 
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＜適切な提出方法＞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜最終の見積参考資料であることの確認＞ 

   見積参考資料（総括情報表と工事内訳表）のみでは、実際の設計変更回数が確認できないた

め、最終の見積参考資料であるか判断できない。そのため、竣工検査済証（もしくは項目別評

定点表）の写しと当初、変更を含む契約書全ての写しにより設計変更回数を確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最終ページ（工事費

計が記載）まで添付 

表紙を含め全て添付 

工事名等の総括情報

が確認可能 

対象箇所を枠線で囲う

など分かりやすく！ 

工事名と設計変更

回数を確認 

【見積参考資料（総括情報表と工事内訳表）】 

当初契約 42,000 千円 

工期 H24.5.1～ 

H24.9.30 

増額変更 4,200 千円 

工期 H24.5.1～ 

H24.11.30 

工期のみ変更 

工期 H24.5.1～ 

H25.12.20 

増額変更 2,100 千円 

工期 H24.5.1～ 

H25.1.30 

契約変更回数：３回

「変更回数」欄：「２」 

【竣工検査済証】 

最終契約金額：42,000+4,200+2,100=48,300 千円 

当初契約 第１回変更契約 第２回変更契約 第３回変更契約 

変更設計回数２回＝「契約変更回数３回」―「工期のみの変更契約回数１回」

 

最終契約金額 
48,300 千円 

工期と最終契約

金額を照合 
 
⇒契約変更回数

を確認 【契約書】 

変更設計回数

を確認したい 

工期 H24.5.1
～H25.1.30 
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（５）添付資料が入札説明書又は技術資料で発注者が求めた条件と異なる 
①企業の同種工事の施工実績の申請にあたり、確認資料としてコリンズの「工事カルテ」又

は「登録内容確認書」の写しの添付（いずれも竣工登録に限る。）が必要であるが、当初の

「工事カルテ」又は「登録内容確認書」の写しが添付されていた場合、その該当箇所。 
 
②企業の同種工事の施工実績の申請にあたり、確認資料としてコリンズの①「工事カルテ」又

は②「登録内容確認書」の写しの添付（いずれも竣工登録に限る。）が必要であるが、コリン

ズ・テクリスのシステムにおける工事実績データ確認表示画面を印刷したものなど発注者

が指定した上記①、②以外の資料が添付されていた場合、その該当箇所。 
 

 「工事カルテ」又は「登録内容確認書」の写し（いずれも竣工登録に限る。）のみ添付資料とし

て有効 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

竣工登録に

限る 

提供元：一般財団法人 日本建設情報総合センター（JACIC） 

①（竣工登録時の工事カルテ） ②（竣工登録時の登録内容確認書）

工事カルテを提出する際

は、「竣工登録工事カルテ受

領書」の写しの添付もお願

いします。 

竣工登録に

限る 
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③配置予定技術者の資格の申請にあたり、資格を確認できる資料として資格者証の写しの提

出があったが、資格の更新期限が過ぎており、入札公告日前日時点での資格の保有が確認で

きなかった場合、その該当箇所。（競争参加資格条件に該当する場合、当該配置技術者の申

請は無効と取扱う。） 
 
 
 
 
 
 
 

④労働福祉関連の状況（高年齢者の雇用確保）の評価項目で、就業規則等は「原本と相異な

いことを代表者名で証明すること（押印のこと）」を条件としているが、「原本と相異ありません」

等の記載がない、代表者名で証明がない又は押印がない場合、その該当箇所。 
 

 
 
 
 
 

 

 

 

⑤施工上の留意点について、入札説明書で「提案の根拠となる箇所をアンダーライン等で明

示すること。この処理をせずにカタログ等を添付する等、不明確と判断した場合は添付資

料として取り扱わない。」ことを明記してあるにもかかわらず、アンダーライン等で明示がな

い添付資料。 

 

  

氏名 ◯○        生年月日 
 ◯○資格者証 
 交付番号 
  平成２５年５月３０日 まで有効 

 
・・・について、原本と相異ありません。 
         代表者  

○○ ○○ 
押印なし 
⇒ 「評価しない」 

有効期限切れ 
⇒ 「評価しない」 

更新が必要な主な資格 

・１級舗装施工管理技術者 

・のり面施工管理技術者 

・プレストレスコンクリート技士 

・グラウンドアンカー施工士  

「原本と相異ありません」

等の記載がない 
⇒ 「評価しない」 
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（６）技術資料と添付資料の記載内容が異なる 

①下記「軽微なものの判断基準」に該当する場合を除き、その該当箇所。 
 

●評価しない場合の事例 
・「軽微なものの判断基準」に該当しない事例全て 
 
【誤りの多い事例】 
（例１）技術資料：平成２５年度 ○○事業 道路改良工事 

       コリンズ：平成２５年度 △△事業 道路改良工事 
（例２）技術資料：平成２５年度 ○○事業 道路改良工事 

       コリンズ：平成２６年度 ○○事業 道路改良工事 
（例３）技術資料：平成２５年度 ○○事業 道路改良工事 

       コリンズ：平成２５年度 ○○事業 道路改良工事 第２期 
（例４）技術資料：請負金額 60,000,000 円 

       コリンズ：請負金額  6,000,000 円 
   （例５）技術資料の記載内容が添付資料から確認できない 
       技術資料：資格の取得年月日 平成 ５年２月１５日 
       資格者証：資格の取得年月日 平成１５年２月１５日 

（例６）技術資料に記載すべき事項と異なる内容を転記 
      

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

→事業が違う 

→年度が違う 

→記述漏れ 

又は別事業 

→金額が違う 

→日付が違う 

契約業務名：◎◎維持管理業務 
発注機関名：松江県土整備事務所 
元請企業名：○○建設 
下請企業名：△△工務店 

発注機関欄：○○建設 
      （記載の誤り） 

＜実際の契約＞ 

＜△△工務店が提出した技術資料＞ ＜正しく記載した技術資料＞ 
発注機関欄：松江県土整備事務所 
      （正しい） 
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   ●軽微なものの判断基準（評価対象とする） 

   ・文字変換の誤りによるもので、技術審査に影響がないもの 
     （例） ○海岸侵食 → ×海岸浸食 
        ○管工事  → ×官工事 
 
   ・契約書やコリンズの「登録内容確認書」の発注機関名や施工場所などを略称又は一部を

省略して技術資料に記載したもの（工事名や契約業務名は不可） 
    （例１）発注機関名を略称で記載 

技術資料：松江県土 
コリンズ：島根県松江県土整備事務所 

    （例２）施工場所の名称を一部省略（技術審査に影響がない範囲） 
        技術資料：松江市 
        コリンズ：島根県松江市○○町地内 
       

・文字と文字の間にスペースがあるものとないものの違い 
  ・旧字体と新字体の違い 
  ・漢字と平仮名の違い 

 （例）  ほ場整備 ⇔ 圃場整備 
 
・軽微な転記の誤りで技術審査に影響がないもの 

    （例１）コリンズ登録番号の記載の誤り 
技術資料：○○○○○○○○○１ 

     コリンズ：○○○○○○○○○２ 
（例２）契約工期（終期）と実施完成日（竣工日）の混同による転記の誤り。ただし、

添付資料に記載の契約工期（終期）、実施完成日（竣工日）以外の日付を転記し

た場合は軽微なものと判断しない。 
 

資料の提出状況 

資料名 契約工期（終期） 
実施完成日 
（竣工日） 

技術資料 
H26.11.18 

（転記の誤り） 
- 

コリンズ 
H26.11.30 

（正しい） 
- 

工事成績評定 

通知書 

H26.11.30 

（正しい） 

H26.11.18 

（正しい） 

      
 
 
 
 
 

契約工期（終期）の欄に実施

完成日（竣工日）を記載 

⇒ 「評価対象とする」 
  （軽微な転記の誤り） 
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（例３）契約工期（終期）より早く実施完成（竣工）した工事について、技術者従事期

間（終期）欄に契約工期（終期）の日付を記載 
 

        

資料の提出状況 

資料名 契約工期（終期） 
技術者従事期間

（終期） 

実施完成日 
（竣工日） 

技術資料 H26.11.30 
H26.11.30 

(転記の誤り) 
- 

コリンズ H26.11.30 
H26.11.18 

（正しい） 
- 

工事成績評定 

通知書 
H26.11.30 - 

H26.11.18 

（正しい） 

 
・申請者の解釈の誤りによるもので、技術審査に影響がないもの 

（例１）労働福祉関連の状況（高年齢者の雇用確保）の評価項目で、添付資料から評価

基準を満たす措置が取られていることを確認できるが、申請者の解釈の誤りに

より発注者が確認した措置と異なる内容を技術資料に記載 
 

  資料の提出状況 
評価基準 技術資料 就業規則 

定年年齢が満６５歳の誕生

日以降となっている 

「有」を記載 

（誤り） 

該当箇所明示

（解釈の誤り） 

満６５歳の誕生日以降まで

の継続雇用制度がある 

「無」を記載 

（「有」が正しい） 

 

（正しい解釈） 

定年の定めがない 「無」を記載 － 

 
（例２）若手技術者・若手従業員の新規雇用（※）の評価項目で、添付資料から評価基

準を満たすことを確認できるが、申請者の解釈の誤りにより発注者が確認した

内容と異なる項目を技術資料に記載 

 

資料の提出状況 

評価基準 
技術資料 学校・学科の 

卒業証明書 

（a）.当該工事種別に該当する学

校の建設業法施行規則第１条に

定める学科を卒業していること 

「有」を記載 

（誤り） 

提出あり 

（評価基準以

外の学校） 

（b）.当該工事種別に該当する建

設業法第７条第２項ハに示す資

格を有すること 

「無」を記載  

（c）.上記（a）、（b）以外の若手

従業員 

「無」を記載 

（「有」が正しい） 

 

（正しい解釈） 

※若手従業員の新規雇用は、平成２７年６月１日以降入札公告する工事から適用 
適用対象工事：標準型、施工体制確認型（２億円以上） 

従事期間（終期）の欄に契約工期（終期）

の日付を記載 

⇒ 「評価対象とする」（軽微な転記の誤り）

解釈の誤り 

⇒「評価する」

(c)で評価

する 

申請者の解釈

の誤りにより

別の評価基準

を選択 

申請者の解釈

の誤りにより

別の評価基準

を選択 
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技術資料の提出方法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※ 押印済資料で提出する場合、本書に記載があっても
評価対象としません。

別添押印済資料により提出しますので、
本書への記載は省略します

技術資料の提出方法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※ 押印済資料で提出する場合、本書に記載があっても
評価対象としません。

本技術資料により提出します

技術資料の提出方法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※ 押印済資料で提出する場合、本書に記載があっても
評価対象としません。

「企業入力シート」の「押印済資料での提
出」欄が未記入ですので、リストから
「有」、「無」どちらかを選択して下さい

（例３）エクセル形式の電子ファイル（参考資料）の企業入力シート「３.押印済資料で

提出する評価項目」の「押印済資料での提出」欄の選択の誤りによるもの 
  

    ①「押印済資料での提出」欄で「有」を選択・・・次項のとおり 

 

 

 

 

 

 
【正しい提出方法】押印済資料の写しを PDF 形式で提出 
【誤った提出方法】押印済資料を提出せず、申請内容を記載した技術資料と添付

資料を PDF 形式で提出（提出資料で技術審査する） 
【誤った提出方法】押印済資料の写しと申請内容を記載した技術資料、添付資料

両方をPDF 形式で提出（押印済資料の写しで技術審査する） 
 
   ②「押印済資料での提出」欄で「無」を選択 

 

 

 

 

 
 

【正しい提出方法】申請内容を記載した技術資料と添付資料を PDF 形式で提出 
【誤った提出方法】押印済資料の写しのみ PDF 形式で提出（押印済資料の写し

で技術審査する） 
    【誤った提出方法】押印済資料の写しと申請内容を記載した技術資料、添付資料

両方をPDF 形式で提出（押印済資料の写しで技術審査する） 

 

    ③「押印済資料での提出」欄が未記入 

      技術資料を提出する場合は、「有」、「無」のどちらかを選択して下さい。 

 

 

 

 

 

 

   ※押印済資料の発行の取り扱いについて・・・次項のとおり 

    「押印済資料での提出」欄の選択を誤って技術資料を提出した場合、申請内容に誤り

がなければ、発注者が技術資料の「技術資料の提出方法」の欄に斜線等を追記し

た上で、押印済資料を発行します。 
     

＜技術資料の表示＞ 

＜技術資料の表示＞ 

＜技術資料の表示＞ 

誤った提出方法 

⇒ 「評価対象とする」

（軽微な解釈の誤り）

誤った提出方法 

⇒ 「評価対象とする」

（軽微な解釈の誤り）

誤った提出方法 

⇒ 「評価対象とする」

（軽微な解釈の誤り）
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（例３）の①「押印済資料での提出」欄で「有」を選択 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜企業入力シート＞ 

「押印済資料での提出」欄で

「有」を選択した場合の表示 

収受 

押印済資料とは、発注者収受印

欄に押印した技術資料をいう 
 
表彰の写し、資格者証の写しな

ど押印がある資料ではない 

＜技術資料＞ 

「押印済資料での提出」欄で

「有」を選択 
 
⇒押印済資料のみ提出 

※押印済資料の発行の取り扱いについて 

収受 

申請内容に誤りなし 
 
⇒押印済資料発行 

（既に発行している場合を除く） 

発注者が斜線等

を追記 
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円 円

（始） 平成 22 年 10 月 20 日 平成 22 年 22 月 1 日

（終） 平成 23 年 3 月 25 日 平成 22 年 22 月 2 日

% %

点 点

(1) 施工実績（上表記載内容）全てが確認できるよう下表を参考に資料①～⑧を組み合せて提出すること。

受注形態

特別（特定）ＪＶの場合、出資比率

63,000,000

松江市△△町

工　　　　期

工事成績評定点

H=6m

鋼管杭　φ600㎜

8077

（様式-４）

評価項目（２）-②

工
事
概
要

工
事
名
称
等

松江市○○町

(以下、工事数量等を求めた場合)

施工規模

形式

（コリンズ登録番号）

請負金額（最終・税込） 84,000,000

企業の同種工事の施工実績

発注機関名

施工場所

松江県土整備事務所

島根県土木部技術管理課

平成１６年度から入札公告日前日までに完成及び引き渡しが完了した島根県発注工事

　（例）杭基礎を有する直高５ｍ以上の橋梁下部工を含む完成及び引き渡しが完了した
工事

対 象 期 間 ・ 対 象 機 関 等 ：

同 種 工 事 の 定 義 ：

松江県土整備事務所

施工実績①

会社（企業体）名：

単体

○○○○○○○○○２

B工事

施工実績②

工　　事　　名

A工事

○○○○○○○○○１

工事内容

H=5m

鋼管杭　φ600㎜

（７）技術資料の記載漏れ 

  ①技術資料で必須記載欄に記載がない場合、その該当箇所。 
   （エクセルファイルでは、必須記入欄は青色で指定している。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
（８）技術資料、添付資料の文字や数字が判読できない 

  ①Ａ４サイズで紙出力した際に文字や数字が小さい、潰れているなど、技術審査に必要な箇

所が不鮮明で判読できないと発注者が判断した場合、その該当箇所。（技術資料で記入が必

要な事項、実績等を確認する上で必要な情報が記載されている箇所等を対象範囲とする。） 
 
   ●技術審査に必要な箇所について 
   ・評価基準に該当する箇所 
   ・技術提案、施工上の留意点の提案根拠となる添付資料（提案根拠となる箇所がアンダー

ライン等で明示されている範囲のみ対象とする） 
 
   ●判読できないと判断する可能性がある事例について 
   ・文字や数字が小さいもの、潰れているものをそのままスキャナーしＰＤＦ形式に変換し

た資料 
   ・解像度が低い設定でＰＤＦ形式に変換した資料 
    ・複数ページを集約してＡ４サイズ１枚にした資料（コリンズ、契約書、就業規則等） 
   ・虫眼鏡など使用しないと判読が困難な資料 
   ・文字や数字が極端に濃い又は薄く、判読が困難な資料 
 

B 工事 

受注形態が未記入 

⇒B工事の実績のみ

「評価しない」 

青色欄は 

「必須記載欄」 
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４．発注者保有資料と企業提出書類の内容が一致しない場合の具体事例  

（１）工事成績評定点に関する評価 

発注者保有資料と企業提出書類の内容が一致しない場合は、入札公告の工事種別の条件や工事

成績評定通知書等の発注者保有資料を照査し正しいものにより評価する。 
 

（例１）工事成績評定点が一致しない 
 
 
 
 
  
   評価は、３件、平均点７６．０点で行う。 
   ※この場合、企業提出書類が正しいことから企業提出書類で評価 
 

（例２）工事件数が一致しない 
 
 
 
 
 
   評価は、３件、平均点７５．０点で行う。 
   ※この場合、発注者保有資料が正しいことから発注者保有資料で評価 

 
 
（２）工事成績評定点以外の評価 

①過小申請と判断 

（例１） 
 
 
 

企業提出書類（過小申請）により評価する。 

②企業提出書類に誤りがあると判断 

（例２） 

 

 

 

      実際の表彰実績に対し企業提出書類に誤りがあるため、当該申請箇所は評価しない。 

③発注者保有資料に誤りがあると判断 

（例３） 
 
 
 
    発注者保有資料を修正の上、企業提出書類により評価する。 

発注者保有資料 
（平均点７５点） 
 A 工事 ７０点 （誤り） 
 B 工事 ７５点 
 C 工事 ８０点 
 

企業提出書類 
（平均点７６点） 
 A 工事 ７３点 （正しい） 
 B 工事 ７５点 
 C 工事 ８０点 

発注者保有資料 
（平均点７５点） 
 A 工事 ７０点 （正しい） 
 B 工事 ７５点 
 C 工事 ８０点 
 

企業提出書類 
（平均点７７．５点） 
 A 工事 申請なし （誤り） 
 B 工事 ７５点 
 C 工事 ８０点 

実際の表彰実績 
 ○○工事 局長表彰 
 ○△工事 県所長表彰 

企業提出書類（過小申請） 
  
 ○△工事 県所長表彰 

企業提出書類（実際の表彰実績） 
 ○○工事 局長表彰 
 ○△工事 県所長表彰 

発注者保有資料（誤り） 
  
 ○△工事 県所長表彰 

実際の表彰実績 
 ○○工事 局長表彰 
（平成２６年度表彰） 
 

企業提出書類（誤り） 
 ○○工事 局長表彰 
（平成２５年度表彰） 
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５．追加資料の提出を求める場合の具体事例  

（１）提出書類では適正に審査ができないと判断（特例） 

①コリンズで島根県以外の機関の発注工事実績が確認された場合（工事成績評定点） 

（例１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

②入札公告時点で発注者が想定していない事例が発生し、統一事項６．（２）に該当（個別に

判断）する事例のうち、追加資料の提出を求めないと適正に審査ができないと判断した場

合。ただし、企業提出書類は、入札説明書又は技術資料で発注者求めた条件を満たしてい

る場合に限る。 
   
  【建築関連工事】 

③企業の同種工事の施工実績や配置予定技術者の同種工事の施工経験において、請負金額に

よる実績を求めた工事で、次に該当する場合。 

    入札説明書において、「１契約で○○円以上で完成及び引き渡しが完了した建築物に係

る建築一式工事（改修工事を除く。）」や「１契約で△△円以上で完成及び引き渡しが完

了した建築物に係る電気設備工事（建築物の既存部分に係る設備の改修及び新設工事を除

く。）」など、面積などの工事規模ではなく、請負金額により同種工事の施工実績や施工

経験を求める工事において、同種工事以外の工種が含まれる工事（※）を施工実績や施工経

験として提出する場合は、同種工事部分の工事費を示した「工事種別毎の工事費一覧」や

評価基準 

完成年度：平成 24年度及び平成 25年度に完成及び引き渡しが完了した工事 

発注機関：島根県（総務部、農林水産部、土木部）及び中国地方整備局 

工事種別：一般建築工事、管工事、冷暖房衛生設備工事を除く全工種 

申請資料（平均点７５点） 
 A 工事 ７０点（県工事） 
 B 工事 ７５点（県工事） 
 C 工事 ８０点（県工事） 
 

コリンズ 
 D 工事  
（中国地方整備局） 

D 工事が工事成績評定対象

工事か判断できない 

追加資料の提出（提出期限

は、提出を求めた日から起

算して２日以内（休日を含

まない）） 

D 工事が工事成績評定対象工事の場合 
申請資料（平均点７６点） 
 A 工事 ７０点（県工事） 
 B 工事 ７５点（県工事） 
 C 工事 ８０点（県工事） 
 D 工事  ７９点 （中国地方整備局） 

D 工事が工事成績評定対象工事でない

場合 
申請資料（平均点７５点） 
 A 工事 ７０点（県工事） 
 B 工事 ７５点（県工事） 
 C 工事 ８０点（県工事） 

追加資料が未提出の場合 
適正に審査できない 
⇒「評価しない」 

＜申請状況＞ ＜技術審査の方法＞ 
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「工事内訳書」などの資料の添付が必要となる。 

    この際、添付された資料の工事種別の区分けの方法やそれぞれの工事費の妥当性等に疑

義がある場合。 

 

   （※）同種工事以外の工種が含まれる工事の例 

①新築工事に既存建物の解体工事が含まれている工事 

        ②増築工事に既存部分の改修工事が含まれている工事 

 
 

【附則】 

１．この取扱いは、平成２７年１月１日以降入札公告する工事から適用する。 

２．この取扱いは、平成２７年４月１日以降入札公告する工事から適用する。 

 

 
    

 



 

総合評価方式（建設工事）技術資料の審査の統一事項（具体事例） 新旧対照表 
 
項目名・対象箇所 改正後 改正前 
３．評価対象外とする事項の具

体事例 
（２）添付資料の提出がないの

例文 

コリンズの登録内容確認書（竣工登録）の写し＋工事成績

評定通知書の写し 
コリンズの登録内容確認書（竣工登録）＋工事成績評定通知

書の写し 

３．評価対象外とする事項の具

体事例 
（５）添付資料が入札説明書又

は技術資料で発注者が求めた条

件と異なる 
①の事例の記載文 

企業の同種工事の施工実績の申請にあたり、確認資料とし

てコリンズの「工事カルテ」又は「登録内容確認書」の写

しの添付（いずれも竣工登録に限る。）が必要であるが、当

初の「工事カルテ」又は「登録内容確認書」の写しが添付

されていた場合、その該当箇所。 

企業の同種工事の施工実績でコリンズの「工事カルテ」又は

「登録内容確認書」の添付（いずれも竣工登録に限る。）が

必要であるが、当初の「工事カルテ」又は「登録内容確認書」

が添付されていた場合、その該当箇所。 

３．評価対象外とする事項の具

体事例 
（５）添付資料が入札説明書又

は技術資料で発注者が求めた条

件と異なる 
②の事例を追加 

企業の同種工事の施工実績の申請にあたり、確認資料とし

てコリンズの①「工事カルテ」又は②「登録内容確認書」

の写しの添付（いずれも竣工登録に限る。）が必要であるが、

コリンズ・テクリスのシステムにおける工事実績データ確

認表示画面を印刷したものなど発注者が指定した上記①、

②以外の資料が添付されていた場合、その該当箇所。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載なし 



 

※上記事例追加に伴い、②から④までの番号を繰り下げ 

項目名 改正後 改正前 

３．評価対象外とする事項の具

体事例 
（６）技術資料と添付資料の記

載内容が異なる 
●評価しない場合の事例を追加 

・「軽微なものの判断基準」に該当しない事例全て」 

【誤りの多い事例】 
（例１）～（例４）省略 

（例５）技術資料の記載内容が添付資料から確認できない 
 
 
 
（例６）技術資料に記載すべき事項と異なる内容を転記 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

記載なし 

３．評価対象外とする事項の具

体事例 
（６）技術資料と添付資料の記

載内容が異なる 
●軽微なものの判断基準（評価

対象とする）の事例の削除 

全文削除 ・具体事例に記載がない又は類似しない事例のうち、軽微な

もので技術審査に影響がないもの 

３．評価対象外とする事項の具

体事例 
（６）技術資料と添付資料の記

載内容が異なる 
●軽微なものの判断基準（評価

対象とする）の事例の追加 

・軽微な転記の誤りで技術審査に影響がないもの 

（例１）コリンズ登録番号の記載の誤り 

技術資料：○○○○○○○○○１ 

コリンズ：○○○○○○○○○２ 

 

 

 

記載なし 



 

項目名 改正後 改正前 
３．評価対象外とする事項の具

体事例 
（６）技術資料と添付資料の記

載内容が異なる 
●軽微なものの判断基準（評価

対象とする）の事例の追加 

（例２）契約工期（終期）と実施完成日（竣工日）の混同

による転記の誤り。ただし、添付資料に記載の契約工期（終

期）、実施完了日（竣工日）以外の日付を転記したものは軽

微なものと判断しない。 
 
 
 
 
 
 
 

記載なし 

３．評価対象外とする事項の具

体事例 
（６）技術資料と添付資料の記

載内容が異なる 
●軽微なものの判断基準（評価

対象とする）の事例の追加 

（例３）契約工期（終期）より早く実施完成（竣工）した

工事について、技術者従事期間（終期）欄に契約工期（終

期）の日付を記載 
 

 

 

 

 

 

 

記載なし 

３．評価対象外とする事項の具

体事例 
（６）技術資料と添付資料の記

載内容が異なる 
●軽微なものの判断基準（評価

対象とする）の事例の追加 

・申請者の解釈の誤りによるもので、技術審査に影響がな

いもの 
（例１）労働福祉関連の状況（高年齢者の雇用確保）の評

価項目で、添付資料から評価基準を満たす措置が取られて

いることを確認できるが、申請者の解釈の誤りにより発注

者が確認した措置と異なる内容を技術資料に記載 
 
 
 
 
 
 
 

記載なし 



 

項目名 改正後 改正前 

３．評価対象外とする事項の具

体事例 
（６）技術資料と添付資料の記

載内容が異なる 
●軽微なものの判断基準（評価

対象とする）の事例の追加 

（例２）若手技術者・若手従業員の新規雇用（※）の評価

項目で、添付資料から評価基準を満たすことを確認できる

が、申請者の解釈の誤りにより発注者が確認した内容と異

なる項目を技術資料に記載 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

記載なし 

３．評価対象外とする事項の具

体事例 
（６）技術資料と添付資料の記

載内容が異なる 
●軽微なものの判断基準（評価

対象とする）の事例の追加 

（例３）エクセル形式の電子ファイル（参考資料）の企業

入力シート「３.押印済資料で提出する評価項目」の「押印

済資料での提出」欄の選択の誤りによるもの 

 

①「押印済資料での提出」欄で「有」を選択・・・次項の

とおり 

 

 

 

 

 

 

【正しい提出方法】押印済資料の写しを PDF 形式で提出 

【誤った提出方法】押印済資料を提出せず、申請内容を記

載した技術資料と添付資料を PDF 形式で提出（提出資料で

技術審査する） 

【誤った提出方法】押印済資料の写しと申請内容を記載し

た技術資料、添付資料両方を PDF 形式で提出（押印済資料

の写しで技術審査する） 

記載なし 



 

項目名 改正後 改正前 

３．評価対象外とする事項の具

体事例 
（６）技術資料と添付資料の記

載内容が異なる 
●軽微なものの判断基準（評価

対象とする）の事例の追加 

②「押印済資料での提出」欄で「無」を選択 

 

 

 

 

 

 

【正しい提出方法】申請内容を記載した技術資料と添付資

料を PDF 形式で提出 

【誤った提出方法】押印済資料の写しのみ PDF 形式で提出

（押印済資料の写しで技術審査する） 

【誤った提出方法】押印済資料の写しと申請内容を記載し

た技術資料、添付資料両方を PDF 形式で提出（押印済資料

の写しで技術審査する） 

 

③「押印済資料での提出」欄が未記入 

技術資料を提出する場合は、「有」、「無」のどちらかを選択

して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

※押印済資料の発行の取り扱いについて・・・次項のとお

り 

「押印済資料での提出」欄の選択を誤って技術資料を提出

した場合、申請内容に誤りがなければ、発注者が技術資料

の「技術資料の提出方法」の欄に斜線等を追記した上で、

押印済資料を発行します。 

 

 

記載なし 



 

項目名 改正後 改正前 

３．評価対象外とする事項の具

体事例 
（６）技術資料と添付資料の記

載内容が異なる 
●軽微なものの判断基準（評価

対象とする）の事例の追加 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

記載なし 


